
農林水産省が実施した政策評価についての個別審査結果 

 

１ 審査の対象 

  「政策評価に関する基本方針」（平成 13 年 12 月 28 日閣議決定、平成 17 年 12 月 16

日改定）では、政策評価の円滑かつ着実な実施のため、総務省は「各行政機関が実施

した政策評価について、その実施手続等の評価の実施形式において確保されるべき客

観性・厳格性の達成水準等に関する審査」等に重点的かつ計画的に取り組むこととさ

れている。 

  今回審査の対象とした政策評価は、次のとおりである。 

 

  「農林水産省政策評価結果（平成 18 年度に実施した政策の評価結果）」(平成 19 年

7 月 25 日付け 19 企第 113 号による送付分)における実績評価方式による 16 件の政策

評価及び１件の政策手段別評価 

 

２ 審査の考え方と点検の項目 

（１）実績評価方式による政策評価について 

（目標の設定状況） 

   実績評価方式は、あらかじめ政策効果に着目した達成すべき目標を設定し、これ

に対する実績を測定して目標の達成度合いについて評価する方式であるので、当該

目標に関して達成すべき水準を明確にする必要がある。 

   この審査において点検を行っているのは、次の項目である（注）。 

○ 目標に関し達成すべき水準が数値化されているなど具体的に特定されているかど

うか。 
 

（注）達成すべき目標は行政活動の一定のまとまりを対象として設定されるものであり、様々な要
素を包含することとなる。このため、その具体的な達成水準を一義的に示すことは一般的に困
難であり、その場合、関連した測定可能な指標を用いて、それぞれの指標ごとに達成水準を示
す具体的な目標を設定し、その実績の測定をもって、達成すべき目標の達成水準の測定に代え
ることが必要となる。そのような措置を講じている府省の審査においては、達成すべき目標と
測定可能な指標との構造を明らかにした上で審査を行うものとする。 

 

（２）実績評価方式による政策評価の対象とされた政策を構成する個々の事務事業等に

ついての評価・検証が行われている場合について 

実績評価方式による政策評価は、目標の達成度合いについて評価することが基本

であり、目標を達成するために実施する具体的な事務事業等が当然に評価・検証の

対象とされるわけではないが、実績評価方式による政策評価において、それらにつ

いての評価・検証が行われている場合には、その評価・検証がどのような質の情報

を提供するものであるかが重要となる。 

この審査においては、次のような場合にそれぞれ点検を行っている。 

① 個々の事務事業等の有効性、効率性等について評価・検証が行われている場合

に、それがどのような質の評価情報であり、どのような評価結果に結び付いてい

るのか。 



② 個々の事務事業等に係る予算要求や機構定員要求への具体的な反映方針が示さ

れている場合には、評価結果としてどのような情報が提供されており、それがど

のような質の評価情報であるのか。 

 

３ 審査の結果 

（１）実績評価方式による政策評価についての審査 

   「農林水産省政策評価結果（平成 18 年度に実施した政策の評価結果）」における

実績評価方式による 16 件の政策評価についての審査の結果（事実確認の整理結果）

は、以下のとおりである。 

 



目標分類 指標数
指標
分類

目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

Ｃ

目標①

ＣＭ

ＣＭ

目標②

ＣＭ

ＣＭ

Ｃ

目標①

ＣＭ

不作時

844万
トン確
保

[P]

平常
時・豊
作時

適切な
備蓄の
運営
（適正
備蓄水
準100
万トン
程度）

目標②

Ｐ

前年よ
り増加
するこ
と

○

主要食糧
の需給の
安定の確
保

（参考指標）
飲食料品卸売業者
１人・１時間当た
りの販売額

○

○

0
（参
考指
標2）

　食品製造業の経営基盤の強化
　食料産業クラスターの取組によ
る食品製造企業の活性化

　食料産業クラスターに参画して
いる食品製造企業の製品出荷額等
が前年実績を上回るかどうかを基
本としつつ、景気や需給等の動向
を踏まえ総合的に判断する。

－

　食品流通の効率化
　卸売市場の整備や、ユビキタ
ス・コンピューティング技術、電
子商取引の活用など先進モデルの
提示等を通じた食品流通の効率化

　食品流通業における労働生産性
の向上等に関する指標値が過去の
実績を上回るかどうかを基本とし
つつ、景気や需給等の動向を踏ま
え総合的に判断する。

0
（参
考指
標2）

－

政策評価審査表（実績評価関係）

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標

1

政　策

政
策
番
号

（参考指標）
我が国全体の食料
製造業の製品出荷
額

食品産業
の競争力
の強化

（参考指標）
食料産業クラス
ターに参画してい
る食品製造企業の
製品出荷額等

（参考指標）
飲食料品小売業者
１人・１時間当た
りの販売額

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

不作時（作況98以
下）
 消費者への主食
用等供給量（平成
18/19年の需要量
844万トン）の確
保

　国民に対し、安全で安心な食料
の安定供給を確保するため、食品
産業の競争力の強化を図る。

－

　主要な食糧である米麦の需給及
び価格の安定を図り、もって国民
生活と国民経済の安定に資する。

1

○

18年産米
の作況96
（不作）

　備蓄運営等消費者への米の安定
供給

平常時・豊作時
（作況99以上）
 市場のニーズに
応じた買入、売渡
を通じ、回転備蓄
を基本とした適切
な備蓄の運営（適
正備蓄水準100万
トン程度）

a 都道府県、地域
段階における生産
数量目標等の配分
について、一律的
配分から販売戦略
要素を用いた設定
の割合

2

　 需要に応じた売れる米づくり

a 都道府県、地域段階における生
産数量目標等の配分要素
b 情報提供の体制
c 需要に応じた米づくりの取組状
況



目標分類 指標数
指標
分類

目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標
政　策

政
策
番
号

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

○ 5

Ｐ

情報提
供の実
施率が
前年よ
り高く
なるこ
と及び
伝達頻
度が増
加する
こと

○

ＣＭ

前年よ
り増加
するこ
と

○

ＣＭ

前年に
比べ多
様化す
ること

○

ＣＭ

過剰米
が適切
に区分
出荷さ
れるこ
と

－

○

目標③

1 ＣＭ

基準値
（11.6
%）よ
り低減

○

食の安全
及び消費
者の信頼
の確保

Ｃ

目標①

ＣＭ

摂取許
容量を
超えな
いレベ
ルに抑
制

○

○ 1

[CM]

（一人
一週間
当たり
373μ
g）

[CM]

（一人
一日当
たり
53.3μ
g）

e 無利子短期融資
の仕組みを活用し
た過剰米の区分出
荷

c 地域水田農業ビ
ジョンにおいて、
需要に応じた米づ
くりの取組

d 生産者からの出
荷先

b JA等による地域
レベルでの情報提
供の実施率及びそ
の伝達頻度

　民間流通を通じた需要に応じた
良品質麦生産の推進
　小麦の需要と生産のミスマッチ
率を基準値より低減する。

　消費者の視点を大切にして、国
民の健康を守ることが重要である
という考え方の下で、「食」の安
全と安定供給を確保し、消費者が
「食」に対する信頼感を持てるこ
と。

・カドミウム

・デオキシニバ
レノール

小麦の需要と生産
のミスマッチ率

国産農産物等を汚
染するおそれのあ
る特定の危害要因
の摂取量

○

3

　食品の安全性の確保
　国産農産物等を汚染するおそれ
のある特定の危害要因について、
科学的評価に基づき設定された摂
取許容量を超えないレベルに抑制
する。

d 流通の多様化
e 豊作時における、過剰米の適切
な区分出荷

　評価にあたってはa～dの視点を
基本とし、豊作時においてはeの
取組状況を加味して、総合的に評
価を実施する。



目標分類 指標数
指標
分類

目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標
政　策

政
策
番
号

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

[CM]

（一人
一日当
たり
106.6
μg）

○

目標②

1 ＣＭ

国内に
おける
家畜伝
染病・
養殖水
産動物
の特定
疾病の
発生予
防・ま
ん延防
止及び
海外伝
染病の
侵入防
止
　発生
があっ
た場合
に法令
等に基
づくま
ん延防
止措置
が適切
にでき
ていな
い事例
の件数
を0件
とす
る。

○

○

目標③

1 ＣＭ

我が国
未発生
又は一
部に存
在する
病害虫
の侵入
防止
発生が
あった
場合に
法令等
に基づ
くまん
延防止
措置が
適切に
できて
いない
事例の
件数を
0件と
する。

○

国内における家畜
伝染病及び養殖水
産動物の特定疾病
の発生数
家畜伝染病及び特
定疾病が発生した
際の法令等に基づ
くまん延防止措置
の状況

国内における新た
な病害虫の発生件
数
当該病害虫が発生
した際の法令等に
基づくまん延防止
措置の状況

・3-クロロプロ
パンジオール

　家畜伝染病等の対策
　国内における家畜伝染病・養殖
水産動物の特定疾病の発生予防・
まん延防止及び海外伝染病の侵入
防止
　発生があった場合に法令等に基
づくまん延防止措置が適切にでき
ていない事例の件数を0件とす
る。

　植物防疫対策
　我が国未発生又は一部に存在す
る病害虫の侵入防止
　発生があった場合に法令等に基
づくまん延防止措置が適切にでき
ていない事例の件数を0件とす
る。



目標分類 指標数
指標
分類

目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標
政　策

政
策
番
号

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

○

目標④

1

ＣＭ 0件

○

○
目標⑤

1

ＣＭ 2割削
減 ○

Ｃ

○

目標①

1 ＣＭ

30%

○

Ｃ

○
目標①

1 ＣＭ

13.0千
円
/60kg

○

○
目標②

1 ＣＭ

17.2千
円
/60kg

○

○

目標③

1 ＣＭ

1,689
千円
/100kg ○

○
目標④

1 ＣＭ

9,394
円
/100kg

○

○
目標⑤

1 ＣＭ

33円
/TDNkg ○

○

目標⑥

1 ＣＭ

30%

○

○

目標⑦

1 ＣＭ

前年を
超える
こと

○

○

目標⑧

1
ＣＭ
(Ｐ)

2.5年

○

Ｃ

○
目標①

1 ＣＭ

200,00
0件 ○

○

目標②

1 Ｐ

64%

○

望ましい
食生活の
実現に向
けた食育
の推進

4

5 国産農畜
産物の競
争力の強
化

カルタヘナ法に基
づく緊急措置の発
動件数

「食事バランスガ
イド」を参考に食
生活を送っている
人の割合

不適正表示率

○

　消費者や食品製造業、外食産業
などの実需者の多様なニーズに応
じた農畜産物を効率的・安定的に
生産できる体制を確立する。

　遺伝子組換え農作物の環境リス
ク管理
　カルタヘナ法に基づく緊急措置
を発動しない状態を維持する。

「食事バランスガイド」を参考に
食生活を送っている人の割合の向
上
（平成22年度：30%）

　消費者の信頼の確保
　食品表示の遵守状況の確実な改
善

○

　食について自ら考え、判断がで
きる能力を養成する食育を推進
し、望ましい食生活の実現を図
る。

　大豆の生産コストを3割程度低
減する。

大豆60kg当たり生
産コスト

　米の生産コストを25%低減す
る。

米60kg当たり生産
コスト

　生乳生産コストを2割程度低減
する。

生乳100kg当たり
労働費

　肉用牛生産コストを2割程度低
減する。

生体100kg当たり
労働費

エコファーマー認
定件数

　加工適性が高い等良品質な麦の
新品種の作付面積のシェアを30％
とする。

　飼料作物生産コストを3割程度
低減する。

1TDNkg当たり生産
費用価

　植物新品種の品種登録に係る平
均審査期間を2.5年に短縮する。

植物新品種の品種
登録に係る平均審
査期間

麦の新品種の作付
面積のシェア（都
府県）

　指定野菜の加工向け野菜の出荷
数量が前年を超えること。

指定野菜の加工用
向け出荷数量

　我が国農業生産全体のあり方を
環境保全を重視したものに転換す
ることを推進し、環境と調和のと
れた持続的な農業生産体制を構築
する。

　家畜排せつ物の地域内利用の計
画的な推進

地域環境保全型農
業推進方針策定市
町村率

6 環境と調
和のとれ
た持続的
な農業生
産体制へ
の転換

○

　持続性の高い農業生産方式を導
入したエコファーマー認定件数の
増加



目標分類 指標数
指標
分類

目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標
政　策

政
策
番
号

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

Ｃ

○
目標①

1 ＣＭ
30.8万
経営体 ○

○
目標②

1 ＣＭ
217万
ha ○

○
目標③

1 ＣＭ
12千人
/年 ○

担い手へ
の経営支
援の条件
整備

Ｃ

目標①

ＣＭ

100%

○

ＣＭ

100%

○

目標②

ＣＭ
(Ｐ)

－ －

○ 4

ＣＭ
(Ｐ)

・合併
の促進
に伴う
総合農
協数の
減少
・経営
管理委
員会制
度を導
入した
農協数
の増加

○

7 意欲と能
力のある
担い手の
育成・確
保

a.担い手の育成に
関する課題におい
て設定した目標の
うち、達成率が5
割以上となった目
標数の割合

新規就農青年数の
確保者数

b.技術の普及に係
る普及指導に関す
る課題において設
定した目標のう
ち、達成率が5割
以上となった目標
数の割合

2

　効果的・効率的な普及事業の推
進
　全国の普及指導センター各々が
普及課題ごとに設定した目標のう
ち、達成率が5割以上となった目
標数の割合を100%とする。

○

　効率的かつ安定的な農業経営が
農業生産の相当部分を担う望まし
い農業構造を確立する。

　担い手の育成・確保

　人材の育成・確保

　担い手（家族農業経営及び法人
経営）への農地利用集積の促進

担い手への農地利
用集積面積

農業経営改善計画
の認定数

b 農協合併の促進
及び組織運営体制
整備
・合併構想の早期
実現と経営管理体
制の強化

a 組合員に充分な
メリットを還元す
る事業運営の推進
・生産資材コスト
が現状より低下す
ること

・営農指導機能が
現状より強化され
ること

○

○

　効率的かつ安定的な農業経営が
農業生産の相当部分を担う望まし
い農業構造を確立する。

　農業協同組合系統組織の適切な
運営に対する指導・助言

　指標を踏まえ、その運営に対す
る国の指導・助言を総合的に判断
する。

8



目標分類 指標数
指標
分類

目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標
政　策

政
策
番
号

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

ＣＭ
(Ｐ)

早期是
正措置
の発動
がない
こと

破たん
時にお
ける迅
速な処
理（休
業日処
理）を
行うこ
と

○

ＣＭ
(Ｐ)

早期是
正措置
の発動
がない
こと

○

－

目標③

1
ＣＭ
(Ｐ)

－ －

農地、農
業用水等
の整備・
保全

Ｃ

目標①
ＣＭ

405万
ha ○

ＣＭ

76万ha
に減少
（延べ
面積）

○

○

目標②

1 ＣＭ

20ﾎﾟｲﾝ
ﾄ以上
の増加
を確保

○

○

目標③

1 ＣＭ

9,982k
m

○

・損害の認定から
再保険金の決定ま
での事務処理を30
日以内で行った率

d 共済事業の健全
性の確保
・支払余力比率
200%以上を確保す
ること

c 信用事業の健全
性の確保
・自己資本比率4%
以上を確保するこ
と

・破たん時におい
て迅速に貯金者の
保護を図ること

○

　農業生産基盤の整備・保全等の
施策を、環境との調和に配慮しつ
つ講ずることにより、良好な営農
条件を備えた農地及び農業用水等
を確保するとともに、農業の生産
性の向上を促進し、望ましい農業
構造の確立に資する。

○

　被災農家の経営の安定を図るた
めの農業災害補償制度の適切な運
用
　災害発生時において、早期に共
済金の支払いをすること

農用地区域内農地
面積

意欲と能力のある
経営体に利用集積
された農地面積の
割合

各年度ごとに機能
低下のおそれのあ
る基幹的農業用用
排水路の機能を確
保

2
湛水等の被害が発
生するおそれのあ
る農用地の面積

9

　基盤整備による担い手への農地
利用集積の促進
　基盤整備の完了地区において、
農地流動化型の農地整備事業を実
施した面積に対する、意欲と能力
のある経営体に利用集積された農
地面積の割合の増加

　農地に対する安定的な用水供給
機能及び排水条件の確保
　安定的な用水供給機能及び排水
条件の確保のため、基幹的農業用
用排水路約4万5千kmのうち、各年
度ごとに機能低下のおそれのある
基幹的農業用用排水路の機能を確
保する。

　優良農地の確保・保全
・優良農地の減少傾向に歯止めを
かける。
・被害の発生するおそれのある農
用地を減少させる。



目標分類 指標数
指標
分類

目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標
政　策

政
策
番
号

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

目標④

ＣＭ

2.2万
haに減
少 ○

ＣＭ

6,700h
aに減
少

○

ＣＭ

53kmに
増加

○

Ｃ

目標①

ＣＭ

880万
人に増
加

○

ＣＭ

15万区
画に増
加 ○

○
目標②

1 ＣＭ
485万
円を維
持

○

目標③
ＣＭ
(Ｐ)

50計画
○

ＣＭ

52％に
向上

○

ＣＭ

100%

○

Ｃ

目標①

ＣＭ

100%

○

[CM]

(66%)

都市との
共生・対
流等によ
る農村の
振興

10

地震時に防護施設
の崩壊による水害
が発生するおそれ
のある農地等の面
積

(ｱ) 水土保全機
能
　育成途中にあ
る水土保全林の
うち、機能が良
好に保たれてい
る森林の割合

　森林の適切な整備・保全によ
り、地球温暖化防止等森林の有す
る多面的機能の発揮を図る。

景観農業振興地域
整備計画の策定数

次の指標を満たす
割合（各指標の達
成率平均値で達成
度を把握）

津波・高潮による
災害から一定の水
準の安全性が確保
されていない農地
等の面積

○

中山間地域の一戸
当たり農家総所得

○

○

　中山間地域等における経済活性
化に向けた条件整備の促進

　農地海岸の保全・海辺の再生
　津波・高潮及び地震による災害
から一定の水準の安全性が確保さ
れていない農地等の減少、失われ
た自然の海辺のうち回復可能な海
辺の再生延長の増加

　都市と農村の共生・対流、農村
経済の活性化、農村における地域
資源の保全・活用や生産条件及び
生活環境の総合的な整備等によ
り、農村地域の振興を図る。

○ 3

都市的地域におけ
る市民農園の区画
数

2

グリーン・ツーリ
ズム施設年間延べ
宿泊者数

失われた自然の海
辺のうち回復可能
な自然の海辺の中
で再生した海辺の
延長

農業集落排水事業
による生活排水の
処理人口普及率

事業・対策を実施
した地域における
総合的な生活環境
に関する住民評価
値

　意欲に溢れ、豊かで住みよい農
村の実現

3

11 森林の整
備・保全
による森
林の多面
的機能の
発揮

　重視すべき機能に応じた森林整
備の計画的な推進

○

　都市と農村の交流の促進、都市
農業の振興



目標分類 指標数
指標
分類

目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標
政　策

政
策
番
号

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

○ 1

[CM]

(35%)

[CM]

(9億6
千万
㎥)

○

目標②

1 ＣＭ

100%

○

○

目標③

1 ＣＭ

5万2千
集落

○

○

目標④

1 ＣＭ

100%

○

○
目標⑤

1 ＣＭ
1,600
団体 ○

目標⑥

ＣＭ

前年度
と比べ
維持・
向上し
ている
こと
(かつ
交流人
口につ
いては
抽出市
町村の
住民数
以上)

○

ＣＭ

約20流
域

○

ＣＭ

80万人

○

○ 3

(ｱ) 全国の振興山
村地域の中から抽
出した市町村に対
し、新規定住者
数、交流人口、地
域産物等販売額に
ついての指標のう
ちいずれかを満た
す市町村の割合の
前年度比

(ｲ) 森林資源を積
極的に利用してい
る流域の数

(ｳ) 山村地域の住
民を対象にした用
排水施設などの生
活環境整備の受益
者数

　国民参加の森林づくりと森林の
多様な利用の推進

　山村地域の活性化

　山村地域の定住並びに都市と山
村の共生・対流について、新規定
住者数、交流人口等の維持・向上
を基本にしつつ全国的な視点から
総合的に有効性の判断をする。

　国際的な協調の下での森林の有
する多面的機能の発揮に向けた取
組の推進

　山地災害等の防止
　5年間で4千集落を対象に、周辺
の森林の山地災害防止機能等が確
保された集落の数を増加させる。

　森林病害虫等の被害の防止

森林内で自発的に
活動する団体数

(ｲ) 森林の多様
性
　針広混交林な
どの多様な樹
種・樹齢からな
る森林への誘導
を目的とした森
林造成の割合
(ｳ) 森林資源の
循環利用
　育成林におい
て、安定的かつ
効率的な木材供
給が可能となる
資源量
海外における持続
可能な森林経営へ
の寄与度

周辺の森林の山地
災害防止機能等が
確保された集落の
数

松くい虫の被害に
ついて、保全すべ
き松林を有する都
府県のうち、保全
すべき松林が適正
に保全されている
と認められる（被
害率が1%未満の
「微害」に抑えら
れている）都府県
の割合



目標分類 指標数
指標
分類

目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標
政　策

政
策
番
号

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

Ｃ

目標①

ＣＭ

素材生
産量
60%
造林・
保育面
積70%

○

ＣＭ

2,600

○

ＣＭ

ＣＭ

ＣＭ

ＣＭ

○

目標②

1 ＣＭ

23,000
千㎥

○

水産物の
安定供給
の確保 Ｃ

○

目標①

1 ＣＭ

2,016
千トン
（1,94
4千ト
ン）

○

○

目標②

1 ＣＭ

100%

○

○
目標③

1 ＣＭ
75魚種
49協定 ○

水産業の
健全な発
展 Ｃ

14

生産量

漁獲努力量削減実
施計画の早期策定
（半年以内）達成
率

管理対象魚種
漁業協定数

○

　国民に対する水産物の安定供給
の観点から、水産業全体を食料供
給産業としてとらえ、その健全な
発展を総合的に図っていく。

　資源回復計画の着実な実施（漁
獲努力量削減実施計画の早期策
定）

○

　国際機関による管理対象魚種及
び漁業協定数の維持・増大

　国民に対し、新鮮で良質な水産
物を安定的に供給するため、限り
ある水産資源の適切な管理と持続
的な利用を確保する。

　主な栽培漁業対象魚種及び養殖
業等の生産量の確保

効率的かつ安定的
な林業経営を担い
得る林業経営体・
事業体による事業
量のシェア

効率的かつ安定的
な林業経営を担い
得る林業経営体・
事業体数

国産材の供給・利
用量

（参考指標）
森林組合に占める
中核組合の割合

（参考指標）
高性能林業機械の
普及台数

12

○

○

2
（参
考指
標4）

　林業・木材産業の健全な発展と
木材利用の推進による林産物の供
給及び利用の確保を図る。

　望ましい林業構造の確立
　(ｱ)効率的かつ安定的な林業経
営を担い得る林業経営体・事業体
による事業量のシェアを増加させ
る。

　(ｲ)効率的かつ安定的な林業経
営を担い得る林業経営体・事業体
数を増加させる。

　平成18年度は農林業センサスの
実施されない年であり、実績値を
把握することが困難であることか
ら、参考指標を用いて総合的な判
定を行うこととする。

　木材産業等の健全な発展及び林
産物の利用の促進
　国産材の供給・利用量を拡大す
る。

林業・木
材産業の
持続的か
つ健全な
発展と木
材利用の
推進

（参考指標）
素材生産の労働生
産性と国産材の供
給量（用材）

（参考指標）
森林組合による長
期経営・施業受託
面積（私有林）

13



目標分類 指標数
指標
分類

目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標
政　策

政
策
番
号

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

○
目標①

1 ＣＭ

1,500
人 ○

○
目標②

1 ＣＭ
375経
営体 ○

○
目標③

1 ＣＭ
4.00倍
以下 ○

○
目標④

1 ＣＭ
40%

○

○

目標⑤

1 ＣＭ

5千ha
に削減

○

Ｃ

○

目標①

1 ＣＭ

100%

○

○

目標②

1 ＣＭ

100%

○

○

目標③

1 ＣＭ

100%

○

○

目標④

1 ＣＭ

100%

○

Ｃ

○
目標①

1 ＣＭ

1兆円

○

○＝
52

相手国の関係者等
を対象としたアン
ケート調査結果

相手国の関係者等
を対象としたアン
ケート調査結果

消費地と産地の価
格差

汚水処理人口普及
率

相手国の関係者等
を対象としたアン
ケート調査結果

○＝15

　我が国の農業政策への理解の促
進

　突発的・大規模な問題への適切
な対応

　津波・高潮等による災害から、
一定水準以上の安全性が確保され
ていない漁村の面積の削減

　食料・農業・農村に関する国際
協力の推進を通じて、世界の食料
需給の安定に貢献する。

○

Ｃ＝16

16 農林水産
物・食品
の輸出の
促進

　地球環境保全への貢献

食料・農
業・農村
に関する
国際協力
の推進

　飢餓・貧困の削減への貢献

　農林水産物・食品の輸出額を平
成25年までに1兆円規模とする。

　農林水産業・食品産業の活性化
に資するため、民間の取組に対し
総合的な支援策を実施し、国産農
林水産物・食品の輸出を促進す
る。

○

ＣＭ＝67
  Ｐ＝3

農林水産物・食品
の輸出額

　消費地と産地の価格差の縮減

一定水準以上の安
全性が確保されて
いない漁村の面積

　汚水処理人口普及率の向上

相手国の関係者等
を対象としたアン
ケート調査結果

漁業経営改善計画
の認定者数

　新規漁業就業者数の確保

　漁業経営改善計画の認定者数の
確保

新規漁業就業者数

○＝67

70
(参考
指標
8)

16政策
合
計

15

（注）１　農林水産省の「農林水産省政策評価結果（平成１８年度に実施した政策の評価結果）」を基に当省が
　　　　作成した。
    　２　各欄の記載事項については、「政策評価審査表（実績評価関係）の記載事項」を参照



 

政策評価審査表（実績評価関係）の記載事項 

 

 

欄   名 記      載      事      項 

「政策番号」欄 政策分野について順次番号を記入した。 

「政策」欄 評価の対象とされた政策分野の名称を記入した。 

「目標に関し達成

しようとする水準

が数値化等により

特定されている政

策の有無」欄 

目標に関し達成すべき水準が数値化されている場合及び定性的であっても

目標が達成される水準が具体的に特定されているものは、「○」を記入した。

上記に該当しないものは、「－」を記入した。 

なお、評価対象政策に複数の指標が設定されている場合には、少なくとも一

つの指標について達成しようとする水準が数値化等されているものは「○」を

記入した。 

「達成すべき目標

（「達成目標」）」欄 

あらかじめ政策効果に着目して設定された達成すべき目標を記入した。 

「目標分類」欄 「アウトカム指標とアウトプット指標の分類の考え方（総務省行政評価局）」

を踏まえ、「Ｃ」、「Ｐ」の別を記入した。 

なお、「Ｃ」（＝outCome）はアウトカム、「Ｐ」（＝outPut）はアウトプット

をそれぞれ示す。 

「測定指標」及び

「指標数」欄 

「達成すべき目標」に対する実績を定期的・継続的に測定するため使用する

指標及びその数を記入した。 

 

「指標分類」欄 「アウトカム指標とアウトプット指標の分類の考え方（総務省行政評価局）」

を踏まえ、「ＣＭ」、「ＣＩ」、「Ｐ」の別を記入した。ただし、当省が示した分

類と農林水産省の分類に違いがある場合には、その両方を記載し、当省の分類

結果を（ ）内に示した。 

なお、「ＣＭ」（＝outCome Measurable）はアウトカムで定量的な指標、「Ｃ

Ｉ」（＝outCome Immeasurable）はアウトカムで定性的な指標、「Ｐ」（＝outPut）

はアウトプット指標をそれぞれ示す。 

「目標値」欄 「達成すべき目標」についての目標とする値、水準等を定めている場合に、

その値、水準等を記入した。 

「指標の目標値等

の設定の有無」欄 

各測定指標に着目した場合の目標値等の設定について、上記の「目標に関し

達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無」欄と同様

の分類により「○」及び「－」を記入した。 

 



アウトカム指標とアウトプット指標の分類の考え方（総務省行政評価局） 

 

各府省の実績評価方式を用いた評価で用いられている測定指標について、アウトカム指標とアウトプット

指標との区分を分類整理するに当たっては、下記の考え方に沿って指標を分類した案を各府省に提示した。

各府省がこの分類案と異なる分類の考え方を採っている場合には、当該府省の考え方を以下に別記として整

理している。 

 

記 

 

行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成13年法律第86号）第３条第１項において、政策効果は「政

策に基づき実施し、又は実施しようとしている行政上の一連の行為が国民生活及び社会経済に及ぼし、又は

及ぼすことが見込まれる影響」と定義されている。この「国民生活又は社会経済に及ぼし、又は及ぼすこと

が見込まれる影響」がアウトカムに当たる。 

○アウトカム指標 

行政の活動の結果として、国民生活や社会経

済に及ぼされる何らかの変化や影響 

（例） 〇行政サービスに対する満足度 

○講習会の受講による知識の向上、技能の向上 

○搬送された患者の救命率 

○開発途上国における教育水準（識字率、就学率） 

〇農産物の生産量 

○大気、水質、地質の汚染度 

○ごみ減量処理率、リサイクル率、廃棄物の再生利用量、

不法投棄件数 

○株式売買高の推移 

○育児休業取得率 

○就職件数、就職率 

○アウトプット指標 

アウトカム指標以外のもの 

① 行政の活動そのもの （例） 〇事業の実施件数、 〇会議の開催数 

〇偽造防止技術の研究件数、 〇環境基準の設定 

〇検査件数、 〇行政処分の実施件数 

② 行政活動により提供されたモノやサービ

スの量 

（例） 〇講習会、展示会等の開催回数 

〇標準事務処理期間の遵守状況 

〇電算機の稼働率、 〇助成金の支給件数・支給金額 

〇パンフレットの配布数 

③ 行政活動により提供されたモノやサービ

スの利用の結果 

（例） 〇講習会、展示会等の参加者数 

〇ホームページ等へのアクセス件数 

〇論文の被引用数、 〇共同利用施設の利用者数 

○放送大学の学生数、高等教育機関における社会人の数

〇技術士、環境カウンセラー等の登録者数 

〇相談件数、 〇インターンシップ参加者数 

④ 行政機関同士や行政内部の相互作用の結

果であり直接国民生活や社会経済に及ぼす

影響でないもの 

（例） 〇機構・定員等の審査結果 

〇一般会計予算の主要経費構成比 

〇法令等審査件数 

〇恩給請求書を3か月以内に総務省に進達した割合 

⑤ 行政活動の結果に起因して生じている現

象や事態を表す指標であるが、それ自体は直

接国民生活や社会経済に及ぼす影響を表す

ものではないもの 

（例） 〇各種研究開発の特許取得件数 

○マネーロンダリングに関する金融機関からの届出件数

○新規化学物質の製造、輸入に関する届出件数 



（別記） 農林水産省におけるアウトカム指標とアウトプット指標の分類の考え方 

 

農林水産省では、アウトプットとアウトカムとを厳密に区分することは困難であるものの、概念的には前

者は「どれだけ施策を行ったか」、後者は「施策の結果として国民にどのような成果がもたらされたか」とい

う観点から両者を区分している。このため、総務省（行政評価局）の分類においてはアウトプット指標に分

類されているものの一部について、以下の考え方によりアウトカム指標に分類している。 

 

○ アウトプット指標分類②（行政活動により提供され

たモノやサービスの量）に該当する指標のうち、政策

努力の結果どれだけ短期間に国民がサービスを受け

ることができたかという成果を表すもの 

（例） 

・植物新品種の品種登録に係る平均審査期間 

 

○ アウトプット指標分類④（行政機関同士や行政内部

の相互作用の結果であり直接国民生活や社会経済に

及ぼす影響ではないもの）に該当する指標のうち、計

画策定への地域住民の関与や合意形成という成果を

も表すもの 

（例） 

・景観農業振興地域整備計画の策定数 

 

○ アウトプット指標分類⑤（行政活動の結果に起因し

て生じている現象や事態等）に該当する指標のうち、

行政活動の結果によって直接その成果が発生するも

のではなく、国（独立行政法人及び特殊法人を含む。）

以外の別の主体による活動によって成果がもたらさ

れるもの 

（例） 

・農業協同組合系統組織の適切な運営に対する指

導・助言に係る４指標 

・被災農家の経営の安定を図るための農業災害補償

制度の適切な運用に係る１指標 

 

 



（２）実績評価方式による政策評価の対象とされた政策を構成する個々の事務事業等に

ついての評価・検証についての審査 

   農林水産省では、実績評価方式による政策評価を補完するものとして、個々の政

策手段（予算事業等）を対象に、その必要性、有効性及び効率性の観点からの評価

を行う政策手段別評価を実施している。 

   農林水産省が実施した政策手段別評価（１政策手段）についての審査の結果（事

実確認の整理結果）は、以下のとおりである。 

 
（全体注） 各府省の評価の実施状況を踏まえた課題等の整理・分析については、今年度内に別途取りま

とめる予定である。 

 



１ 麦作経営安定
資金助成金

○ 【政策分野】
主要食糧の需給の安定の確保
【政策目標】
需要に応じた良品質麦生産の
推進
【政策手段による達成目標】
小麦の需要と生産のミスマッ
チ率の低減（基準値（目標
値）を下回ること）

○ 【小麦の需要と生産の
ミスマッチ率】
年度 目標値 実績値
　14　23.3%　16.6%
　15　17.6%　12.7%
　16　16.2%　11.6%
　17　13.6%　10.6%
　18　11.6%　17.6%

○

計 １政策手段

備考

政策を構成する個々の事務事業等についての評価・検証が行われている場合の審査結果

○＝１ ○＝１○＝１

政策手段名

整
理
番
号

得ようとした効果の明確性 把握された効果の明確性
得ようとした効果と把握

された効果の関連性

（注）１　農林水産省の「農林水産省政策評価結果（平成18年度に実施した政策の評価結果）」を基に当省が作成した。
　　　２　各欄の記載事項については、「政策評価審査表（政策を構成する個々の事務事業等についての評価・検証関
　　　　係）の記載事項」を参照



 

政策評価審査表（政策を構成する個々の事務事業等についての評価・検証関係）の記載事項 

 

 

欄   名 記      載      事      項 

「整理番号」欄 評価書の記載順に従って順次番号を記入した。 

「政策手段名」欄 評価の対象とされた政策手段の名称を記入した。 

「得ようとした効

果の明確性」欄 

施策に含まれる手段たる事業の実施により得ようとした効果を記入した。 

得ようとした効果について、「何を」、「どの程度」、「どうする」のかが明ら

かにされているなど、どのような効果が発現したことをもって得ようとした効

果が得られたとするのか､その状態が具体的に特定されているものは、「○」を

記入した。「何を」、「どうする」のかは説明されているものの、「どの程度」か

は明らかでないなど具体的には特定されていないものは、「△」を記入した。

得ようとした効果についての記載がないものは、「－」を記入した。 

「把握された効果

の明確性」欄 

実際に得られた効果を記入した。 

把握された効果の明確性について、上記の「得ようとした効果の明確性」欄

と同様の分類により「○」、「△」及び「－」を記入した。 

「得ようとした効

果と把握された効

果の関連性」欄 

「当初得ようとした効果が実際に得られたのか、得られなかった場合はどの

ような事情によるか」が当初得ようとした効果のすべてについて明らかにされ

ているものは、「○」を記入した。当初得ようとした効果の一部について明ら

かにされているものは、「△」を記入した。明らかにされていないものは、「－」

を記入した。また、「－」の場合、その判定理由を記入した。 

なお、「／」は、「得ようとした効果」又は「把握された効果」が、明確でな

い（「△」又は「－」）ため、「得ようとした効果と把握された効果の関連性」

について審査の対象としていないものを表す。 
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